
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2012 年 3 月 作成 

2014 年 3 月 改定 

労働局適用徴収業務支援システム 

事務組合連携機能 

― インタフェース解説書 ― 
 



 

 変更履歴  変更履歴 

No. 項番 頁番号 種別 変更日 変更者 版数 変更内容 

1 － － 新規 H24.3  1.0 第 1.0 版 新規発行 

2 1-1 P1-2 変更 H25.2  1.01 NO34「概算保険料合計額」 

「本年度概算分の合計賃金額」を「本年度概算

分の合計保険料額」に修正。 

3 1-1 P1-2 変更 H25.2  1.01 NO35「一般拠出金・賃金総額」 

「確定労災保険賃金総額(計)と同一金額」を「確

定労災保険賃金総額(一般)と同一金額」に修

正。 

4 2-2 P2-2 変更 H25.2  1.01 NO9「被保険者数」 

「「被保険者数うち高齢者数」より多いこと。」を

「「被保険者数うち高齢者数」以上であること。」

に修正。 

5 2-2 P2-2 変更 H25.2  1.01 NO10「被保険者数うち高齢者数」 

「被保険者数より少ないこと。」を「「被保険者数」

以下であること。」に修正。 

6 2-2 P2-4 変更 H25.2  1.01 NO35「一般拠出金・賃金総額」 

「確定労災保険賃金総額(計)と同一金額が設定

されていること。」を「確定労災保険賃金総額(一

般)と同一金額が設定されていること。」に修正。 

7 奥付 - 変更 H25.2  1.01 平成 25 年 2 月 第 1.01 版発行を追記。 

8 1-1 P1-1 変更 H26.3  1.02 NO10「被保険者数うち高齢者数」 

「保険に加入して保険料を納めている高齢者の

数」を「雇用保険の免除対象となる高年齢労働

者の数」に修正。 

9 1-1 

2-2 

P1-1 

P2-2 

変更 H26.3  1.02 NO11「保険関係区分（適用種別）」を「保険関係

区分」に修正。 

10 1-1 P1-1 変更 H26.3  1.02 NO11「保険関係区分」の推奨例を追記。 

11 1-1 P1-2 変更 H26.3  1.02 NO36「一般拠出金・料率」 

「業種問わず一律 1000 分の 0.05 固定」を「業種

問わず一律 1000 分の 0.02(平成 26 年 3 月 31

日までに事業廃止している事業場については

0.05)」に修正。 

12 1-1 P1-2 変更 H26.3  1.02 NO37「一般拠出金・一般拠出金額」 

「一般拠出金・賃金総額に係る一般拠出金額」

を「一般拠出金・賃金総額に係る一般拠出金額

(前年度中に減額訂正済みの事業場については

一般拠出金の金額を 0 円とする)」に修正。 



No. 項番 頁番号 種別 変更日 変更者 版数 変更内容 

13 1-1 P1-2 変更 H26.3  1.02 新規成立及び委託解除を行った事業場につい

ても必須項目には値の設定が必要な旨を追

記。 

14 1-2 P1-3 変更 H26.3  1.02 特別加入者が存在しない事業場について、デ

ータ作成不要の旨を追記。 

15 2-2 P2-3 変更 H26.3  1.02 NO12「確定労災保険賃金総額(一般)」 

「①1 円以上の場合、常時使用労働者数が 1 名

以上であること。」を「①1 円以上の場合、常時

使用労働者数が 1 名以上であること。 

ただし、一括有期事業(基幹番号末尾 5)の場合

は 1 名以上でも 0 円ということもありうる。」に修

正。 

16 2-3 P2-5 変更 H26.3  1.02 「各項目桁数制限については「インタフェース解

説書 第 2 章 項目仕様書 CSV 形式 2-4 特

別加入者情報」を参照。」を「各項目桁数制限に

ついては「インタフェース仕様書 第 2 章 項目

仕様書 CSV 形式 2-4 特別加入者情報」を参

照。」に修正。 

17 3-1 

3-2 

P3-1 

P3-2 

変更 H26.3  1.02 ⑮一般拠出金額 

吹き出し「平成 26 年度より、一般拠出金率

0.02(平成 26 年 3 月 31 日までに事業廃止して

いる事業場については 0.05)となります。」を追

加。 

18 3-1 P3-1 変更 H26.3  1.02 「・ 下記 の№はインタフェース解説書「第 1 章 

項目説明 1-1. 申告書内訳情報」の№と関連

しています。」を「・ 下記 の№は「インタフェー

ス解説書 第 1 章 項目説明 1-1 申告書内訳

情報」の№と関連しています。」に修正。 

19 3-2 P3-2 変更 H26.3  1.02 「・ 下記  の№はインタフェース解説書「第 1

章 項目説明 1-2. 第 1 種特別加入者」の№と

関連しています。」を「・ 下記  の№は「インタ

フェース解説書 第 1 章 項目説明 1-2 特別

加入者情報」の№と関連しています。」に修正。 

20 3-3 P3-3 変更 H26.3  1.02 一括有期事業については、1段で記載する旨を追

記。 

21 3-3 P3-3 変更 H26.3  1.02 改行マークに関する説明を追記。 

22 奥付 - 変更 H26.3  1.02 平成 26 年 3 月 第 1.02 版発行を追記。 
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以下、申告書内訳情報の項目名と項目説明を示します。 

NO 項目名 必須 項目説明 

1 都道府県番号 ○ 各都道府県を表す番号 

2 所掌 ○ 
労働保険の徴収事務の所掌を表すコード 

所掌 1の場合は「1」、所掌 3の場合は「3」を設定します。 

3 管轄 ○ 事務組合の主たる事業所の所在地を管轄する安定所・監督署コード 

4 事業場コード ○ 事業場を表すコード(9 桁) = 基幹番号(6 桁)＋枝番号(3 桁) 

5 事業場名称(漢字) - 事業場の名称を漢字で設定します。 

6 代表者氏名(漢字) - 事業場の代表者を漢字で設定します。 

7 業種番号 ○ 保険関係成立時（変更した場合は変更後）の業種を 4桁で設定します。 

8 常時使用労働者数 ○ 常時使用する従業員の数 

9 被保険者数 ○ 保険に加入して保険料を納めている本人の数 

10 被保険者数うち高齢者数 ○ 雇用保険の免除対象となる高年齢労働者の数 

11 保険関係区分 - 

0～9 の設定が可能です。 

（推奨例） 

1: 一元適用両保険 

3: 一元適用・労災のみ 

5: 一元適用・雇用のみ 

7: ニ元適用 

12 確定労災保険賃金総額(一般) △1 前年度確定分の労災保険に係る賃金の総額 

13 確定労災保険賃金総額(特別加入) △1 前年度確定分の労災保険に係る特別加入賃金の総額 

14 確定労災保険賃金総額(計) △1 
確定労災保険賃金総額（一般）＋確定労災保険賃金総額(特別加入)

の値を設定します。 

15 確定労災保険率 △1 

前年度確定分保険関係成立時（変更した場合は変更後）の業種の労災

保険率 

※但し、労災保険率メリット制適用事業については、メリット労災保

険率が設定されていること。 

16 確定労災保険料(一般) △1 前年度確定分の労災保険に係る一般保険料 

17 確定労災保険料(特別加入) △1 前年度確定分の労災保険に係る特別加入者保険料 

18 確定雇用保険賃金総額(一般) △2 前年度確定分の被保険者に対して支払った賃金額 

19 確定雇用保険賃金総額(高齢者分) △2 前年度確定分の被保険者（高齢者労働者）に対して支払った賃金額 

20 確定雇用保険賃金総額(一般－高齢者分) △2 
前年度確定分の被保険者に支払った賃金額から高齢者労働者に 

支払った賃金額を引いた金額（算定対象額） 

21 確定雇用保険率 △2 保険関係成立時（変更した場合は変更後）の雇用保険率 

 1-1. 申告書内訳情報 

[必須]  ○：必須入力 △1：労災 △2:雇用 -：任意 
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NO 項目名 必須 項目説明 

22 確定雇用保険料(一般－高齢者) △2 前年度確定分の雇用保険に係る一般保険料 

23 予備 1 - 未使用 

24 予備 2 - 未使用 

25 予備 3 - 未使用 

26 予備 4 - 未使用 

27 予備 5 - 未使用 

28 確定保険料合計額 ○ 前年度確定分の確定労災保険料＋確定雇用保険料の合計額 

29 申告済概算保険料 ○ 

前年度申告した概算保険料を設定します。 

年度途中で増減（減額）訂正を行った場合は増減（減額）訂正後の 

確定保険料を設定します。 

30 概算労災保険率 △1 

本年度概算分の保険関係成立時（変更した場合は変更後）の業種の 

労災保険率 

※但し、労災保険率メリット制適用事業については、メリット労災保

険率が設定されていること。 

31 概算労災保険料計 △1 
前年度確定分の労災保険に係る賃金の総額と本年度概算分の 

労災保険率をかけたもの。 

32 概算雇用保険率 △2 
本年度概算分の保険関係成立時（変更した場合は変更後）の 

雇用保険率 

33 概算雇用保険一般保険料 △2 
前年度確定分の雇用保険に係る賃金の総額(一般－高齢者分)と 

本年度概算分の雇用保険率をかけたもの。 

34 概算保険料合計額 ○ 本年度概算分の合計保険料額 

35 一般拠出金・賃金総額 ○ 確定労災保険賃金総額(一般)と同一金額 

36 一般拠出金・料率 - 
業種問わず一律 1000 分の 0.02  

(平成26年3月31日までに事業廃止している事業場については0.05) 

37 一般拠出金・一般拠出金額 ○ 

一般拠出金・賃金総額に係る一般拠出金額 

(前年度中に減額訂正済みの事業場については一般拠出金の金額を 0

円とする) 

 

※新規成立及び委託解除を行った事業場についても、必須項目には、値（例 『0』）を設定してください。 
※賃金項目(NO12,13,14,18,19,20,35)は千円単位で値を設定してください。 
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以下、特別加入者情報の項目名と項目説明を示します。 

NO 項目名 必須 項目説明 

1 都道府県番号 ○ 都道府県を表す番号 

2 所掌 ○ 
労働保険の徴収事務の所掌を表すコード 

所掌 1の場合は「1」、所掌 3の場合は「3」を設定します。 

3 管轄 ○ 事務組合の主たる事業所の所在地を管轄する安定所・監督署コード 

4 事業場コード ○ 

事業場を表すコード(9 桁) = 基幹番号(6 桁)＋枝番号(3 桁) 

申告書内訳情報と事業場コードを一致させるために設定します。 

一致した事業場コードに対し特別加入者情報の登録を行います。 

5 登録番号 ○ 事業場毎の特別加入者番号の順番を設定します。 

6 氏名 ○ 特別加入者の氏名を設定します。 

7 確定基礎日額 ○ 承認された給付基礎日額を設定します。 

8 確定加入者月数 ○ 確定年度における年度途中の加入・脱退者の月数を設定します。 

9 加入者区分 ○ 
該当する区分のコードを設定します。 

1:新規、2:継続、3:変更、4:脱退 

10 概算基礎日額 ○ 希望する給付基礎日額を設定します。 

11 概算加入月数 ○ 
概算年度における年度途中の加入・脱退者の月数を設定します。 

継続の場合は 12 を設定します。 

 

※特別加入者が存在しない事業場については、特別加入者情報データを作成する必要はありません。 
 

 

 

 

 

 1-2. 特別加入者情報  1-2. 特別加入者情報 

[必須]  ○：必須入力 △1：労災 △2:雇用 -：任意 



 

 

 

 

 

第２章 

 チェック仕様 



第 2 章 チェック仕様  2-1 ファイルチェック仕様 

2-1 

 

 

連携ファイルに関しての確認すべき箇所を以下に示します。 

№ チェック内容 

1 特別加入者情報の連携ファイル作成時、申告書内訳情報の連携ファイルは作成してあるか。 

2 

申告書内訳情報と特別加入者情報のファイル形式が同一であるか。 

下記のファイル形式のパターンの場合 

・申告書内訳情報=CSV 形式    特別加入者情報=ＣＳＶ形式 

・申告書内訳情報=固定長形式  特別加入者情報=固定長形式 

 2-1. ファイルチェック仕様 
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連携ファイルの申告書内訳情報に関しての確認すべき箇所を以下に示します。 

 各項目桁数制限については「インタフェース仕様書 第 2 章 項目仕様書 CSV 形式 2-2 申告書内訳情報」を参照。 

NO 項目名 チェック内容 

1 都道府県番号 
・値が設定されていること。 

・「01」～「47」の値が設定されていること。 

2 所掌 
・値が設定されていること。 

・所掌 1 の場合は「1」、所掌 3 の場合は「3」が設定されていること。 

3 管轄 ・2 桁の値が設定されていること。 

4 事業場コード 

・値が設定されていること。 

・基幹番号が上 6 桁に数値で設定されていること。 

・枝番号が下 3 桁に数値 3 桁で設定されていること。 

5 事業場名称(漢字) - 

6 代表者氏名(漢字) - 

7 業種番号 
・現在の主なる業務ではなく、保険関係成立時（変更した場合は変更後）の業種が

設定されていること。 

8 常時使用労働者数 

・値が設定されていること。 

・雇用保険のみ加入の事業場の場合、以下を確認する。 

① 0 名かつ、確定労災保険賃金総額（一般）が 0 円であること。 

・労災保険加入の事業場の場合、以下を確認する。 

① 1 名以上の場合、確定労災保険賃金総額（一般）が１円以上であること。 

② 0 名の場合、確定労災保険賃金総額（一般）が 0 円であること。 

9 被保険者数 

・値が設定されていること。 

・「被保険者数うち高齢者数」以上であること。 

・雇用保険加入の事業場の場合、以下を確認する。 

① 0 名の場合、確定雇用保険賃金総額（一般）が 0 円であること。 

10 被保険者数うち高齢者数 
・値が設定されていること。 

・「被保険者数」以下であること。 

11 保険関係区分 - 

 2-2. 申告書内訳情報チェック仕様 
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NO 項目名 チェック内容 

12 確定労災保険賃金総額(一般) 

・雇用保険のみ加入の事業場の場合、以下を確認する。 

① 0 円かつ、常時使用労働者数が 0 名であること。 

・労災保険加入の事業場の場合、以下を確認する。 

① 1 円以上の場合、常時使用労働者数が 1 名以上であること。 

ただし、一括有期事業(基幹番号末尾 5)の場合は 1 名以上でも 0 円という

こともありうる。 

② 0 円の場合、常時使用労働者数が 0 名であること。 

13 確定労災保険賃金総額(特別加入) ・登録済みの特別加入者情報の確定基礎額の合計と一致していること。 

14 確定労災保険賃金総額(計) 
・確定労災保険賃金総額（一般）と確定労災保険賃金総額(特別加入)の合計額が

設定されていること。 

15 確定労災保険率 

・前年度確定分における保険関係成立時（変更した場合は変更後）の業種の労災

保険率が設定されていること。 

※但し、労災保険率メリット制適用事業については、メリット労災保険率が設

定されていること。 

16 確定労災保険料(一般) ・0 円の場合、常時使用労働者数が 0 名であること。 

17 確定労災保険料(特別加入) 

・労災保険加入の事業場の場合、以下を確認する。 

① 特別加入者の確定基礎日額が一致すること。 

・雇用保険加入の事業場の場合、以下を確認する。 

① 0 円であること。 

18 確定雇用保険賃金総額(一般) 

・0 円の場合、被保険者数が 0 名であること。 

・労災保険加入の事業場の場合、以下を確認する。 

① 0 円であること。 

19 確定雇用保険賃金総額(高齢者分) 
・労災保険のみ加入の事業場の場合、以下を確認する。 

① 0 円であること。 

20 確定雇用保険賃金総額(一般－高齢者分) 
・労災保険のみ加入の事業場の場合、以下を確認する。 

① 0 円であること。 

21 確定雇用保険率 

・保険関係成立時（変更した場合は変更後）の雇用保険率が設定されていること。 

・確定雇用保険賃金総額(一般)、確定雇用保険賃金総額(高齢者分)、確定雇用

保険賃金総額(合計-高齢者分)が 1円以上の場合、値が設定されていること。 

22 確定雇用保険料(一般－高齢者) ・値が設定されていること。 

23 予備 1 - 

24 予備 2 - 

25 予備 3 - 

26 予備 4 - 

27 予備 5 - 
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NO 項目名 チェック内容 

28 確定保険料合計額 
・前年度確定分の確定労災保険料と確定雇用保険料の合計額が設定されている

こと。 

29 申告済概算保険料 ・前年度申告した概算保険料が設定されていること。 

30 概算労災保険率 

・本年度概算分における保険関係成立時（変更した場合は変更後）の業種の 

労災保険率が設定されていること。 

※但し、労災保険率メリット制適用事業については、メリット労災保険率が設

定されていること。 

31 概算労災保険料計 
・前年度確定分の労災保険に係る賃金の総額に本年度概算分の 

労災保険率をかけたものが設定されていること。 

32 概算雇用保険率 

・本年度概算分における保険関係成立時（変更した場合は変更後）の業種の 

雇用保険率が設定されていること。 

・概算雇用保険一般保険料、概算保険料合計額いずれかが 1円以上の場合、 

値が設定されていること。 

33 概算雇用保険一般保険料 
・前年度確定分の雇用保険に係る賃金の総額(一般－高齢者分)に 

本年度概算分の雇用保険率をかけたものが設定されていること。 

34 概算保険料合計額 
・値が設定されていること。 

・委託解除年月日が未設定かつ、概算保険料合計額が設定されていること。 

35 一般拠出金・賃金総額 
・確定労災保険賃金総額(一般)と同一金額が設定されていること。 

・一般拠出金・一般拠出金額が 1円以上の場合、設定されていること。 

36 一般拠出金・料率 - 

37 一般拠出金・一般拠出金額 - 
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連携ファイルの特別加入者情報に関しての確認すべき箇所を以下に示します。 

 各項目桁数制限については「インタフェース仕様書 第 2 章 項目仕様書 CSV 形式 2-4 特別加入者情報」を参照。 

NO 項目名 チェック内容 

1 都道府県番号 

・申告書内訳情報に既に同一の情報が存在していること。 
2 所掌 

3 管轄 

4 事業場コード 

5 登録番号 ・値が設定されていること。 

6 氏名 ・値が設定されていること。 

7 確定基礎日額 ・値が設定されていること。 

8 確定加入者月数 
・値が設定されていること。 

・「00」～「12」の値が設定されていること。 

9 加入者区分 ・「1」～「4」の数字が設定されていること。 

10 概算基礎日額 ・値が設定されていること。 

11 概算加入者月数 
・値が設定されていること。 

・「00」～「12」の値が設定されていること。 

 

 2-3. 特別加入者情報チェック仕様 
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補足資料 3-1.年度更新のしおり(保険料申告書内訳)との関連資料 

・ 下記   の№は「インタフェース解説書 第 1章 項目説明 1-1 申告書内訳情報」の№と関連しています。 

 

  

№8 

№6 

№5 

№7 

№4(先頭6桁) №1 №2 №3 

№9 

№12 

№13 

№16 

№18 

№17 

№21 

№22 №28 №29 №30 

№31 

№32 

№33 

№34 

№35 

№36 

№4(末尾3桁) 

№10 

№11 

№14 

№15 

№19 

№20 

№37 

平成 26 年度より、一般拠出金率 0.02(平成 26 年 3月 31 日までに事業廃止

している事業場については 0.05)となります。 
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補足資料 3-2.年度更新のしおり(第 1 種特別加入者)との関連資料 

・ 下記   の№は「インタフェース解説書 第 1章 項目説明 1-2 特別加入者情報」の№と関連しています。 

 

  

№9 

№7 №6 

№8 

№4(先頭6桁) №1 №2 №3 

№10 

№4(末尾3桁) 

№11 

平成 26 年度より、一般拠出金率 0.02(平成 26 年 3月 31 日までに事業廃止

している事業場については 0.05)となります。 
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補足資料 3-3.業種変更を行った申告書内訳情報を作成する場合 

 

業種変更を行った申告書内訳情報を作成する場合、業種変更前を上段に、業種変更後を下段に 2段で記載します。 

 都道府県番号 所掌 管轄 事業場コード 事業場名称(漢字) 代表者氏名(漢字) 業種コード 

変更前 13 2 08 900000001 サンプル事業場 サンプル代表者 9410 

変更後 13 2 08 900000001 サンプル事業場 サンプル代表者 9020 

 

※一括有期事業については、1段で記載します。 

 

サンプル 

以下の見本は CSV 形式で表示しています。 

"13","3","08","900000001","サンプル事業場","サンプル代表者","9410","20" 

,"0","0","3","1470","0","0","0", 

"4410","0","0","0","0","0.00","0","0","0","0","0","0","4410","198250","3.00","0","0.02","0", 

"0","1470","0.02","29"↵ 

"13","3","08","900000001","サンプル事業場","サンプル代表者","9020","0" 

,"0","0","3","0","0","0","50.00", 

"0","0","0","0","0","0.00","0","0","0","0","0","0","0","0","50.00","274000","0","0", 

"0","0","0","0"↵ 

※上記サンプルの改行マーク『↵』は、使用するソフトウェアにより、表示されないこともあります。 
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― インタフェース解説書 ― 

 

平成 24 年 3 月 第 1 版発行 

平成 25 年 2 月 第 1.01 版発行 

平成 26 年 3 月 第 1.02 版発行 

◆題材として使用している個人名、団体名、連絡先、場所、出来事等は、実在するものとは一切関係ありません。 

◆本書およびソフトウェアの一部または全部を無断転載することは禁止されています。 

◆本書に記載されている画面は、その後変更される可能性があります。 

 


